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当社及び連結子会社間の事業譲渡に関するお知らせ 

 

当社は、2021年６月15日開催の取締役会において、当社連結子会社の株式会社一二三書房（以下、一二

三書房）のBtoB事業の一部を当社に事業譲渡すること、また、一二三書房のグッズ事業を同じく当社連結

子会社の株式会社ティームエンタテインメント（以下、ティームエンタテインメント）に事業譲渡するこ

とを決議しましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．BtoB事業譲渡の理由 

当社においては、IP事業及びBtoB事業を中心に展開しており、一二三書房のBtoB事業を当社に集約す

ることで業務の効率化を図るとともに、より多彩なメニュー提案により顧客企業へのサービス力を向上

し、BtoB事業の拡大を図ることを目的としております。この事業譲渡により、一二三書房は出版事業に

経営資源を注力できる体制となり、拡大する電子コミック市場の拡大の潮流にのり更なる事業拡大を目

指すものであります。 

 

（１）対象事業の概要 

  BtoB事業：法人向けの各種コンテンツ制作受託業務 

 

（２）子会社の概要 

  事業譲渡会社 事業譲受会社 

名称 一二三書房 エディア 

所在地 東京都千代田区 東京都千代田区 

代表者の役職・氏名 代表取締役社長 辺見正和 代表取締役社長 賀島義成 

資本金 70百万円 1,461百万円 

設立年月 1951年12月 1998年3月 

直前事業年度の純資産 38,082千円 768,662千円 

直前事業年度の総資産 352,677千円 1,269,748千円 

会 社 名 株 式 会 社 エ デ ィ ア 

代表者名 代 表 取 締 役 社 長  賀 島  義 成 

 （コード番号：3935  東証マザーズ） 

問合せ先 取締役総務人事部長  米山  伸明 

 （TEL．03-5210-5801） 



大株主及び持ち株比率 

（2021年２月末現在） 

当社 100％ 原尾 正紀 16.28％ 

株式会社ＳＢＩ証券 4.12％ 

株式会社ミートプランニング 2.58％ 

夏目 三法 1.93％ 

ＢＮＹ ＧＣＭ ＣＬＩＥＮ
Ｔ ＡＣＣ ＯＵＮＴ ＪＰ
ＲＯ ＡＣ ＩＳＧ 

1.84％ 

ＪＰモルガン証券株式会社 1.59％ 

松井証券株式会社 1.44％ 

賀島 義成 1.21％ 

日本証券金融株式会社 0.92％ 

ＧＭＯクリック証券株式会社 0.80％ 
 

上場会社と当該会社の関

係 

資本関係：当社の100％子会社であり

ます。 

人的関係：当社の役員４名が当該会

社役員を兼務しております 

取引関係：開示すべき重要な取引は

ありません。 

 
－ 

 

 

２．グッズ事業譲渡の概要 

  ティームエンタテインメントにおけるドラマCD事業及びグッズ事業に一二三書房のグッズ事業を統合

させることで、当社グループにおけるグッズ事業の業務の効率化を図るとともに、営業活動の活性化に

より有力IPとのコラボレーション機会を増やし、グッズ商品数拡大及び国内外市場展開を加速させるこ

とによりIP事業の拡大を図ることを目的としております。 

 

（１）対象事業の内容 

  グッズ事業：ゲーム及びアニメ関連グッズの販売 

 

（２）子会社の概要 

 事業譲渡会社 事業譲受会社 

名称 一二三書房 ティームエンタテインメント 

所在地 東京都千代田区 東京都千代田区 

代表者の役職・氏名 代表取締役社長 辺見正和 代表取締役社長 賀島義成 

資本金 70 百万円 15 百万円 

設立年月 1951 年 12 月 1998 年 3 月 

直前事業年度の純資産 38,082 千円 34,357 千円 



直前事業年度の総資産 352,677 千円 204,999 千円 

大株主及び持ち株比率 当社 100％ 当社 100％ 

上場会社と当該会社の関

係 

資本関係：当社の100％子会社であり

ます。 

人的関係：当社の役員４名が当該会

社役員を兼務しております 

取引関係：開示すべき重要な取引は

ありません。 

資本関係：当社の100％子会社でありま

す。 

人的関係：当社の役員４名が当該会社役

員を兼務しております 

取引関係：開示すべき重要な取引はあり

ません。 

 

 

３．譲渡価額及び決済方法等 

 事業譲渡日の譲渡資産・負債の帳簿価額を基礎といたします。なお、決済方法につきましては当事者間

で協議のうえ決定いたします。 

 

４．日程 

 事業譲渡契約の締結 2021年６月21日 

 事業譲渡日     2021年７月１日 

 

５．会計処理の概要 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2019年１月16日）に基づき、共

通支配下の取引として会計処理を行う予定です。 

 

６．今後の見通し 

 当該事業譲渡による当社の連結業績への影響は軽微であります。 

以上 


